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はじめに 4

計画の背景と目的 ・今治市では、人口減少・少子高齢化や自家用自動車への依存に加え、新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」という。）の影響によ
り、公共交通の利用者数は大きく減少し、現在も以前の水準までは戻っていません。

・こうした情勢を踏まえ、今治市では、利便性と市の財政の健全性の両面に配慮した、誰もが利用しやすく持続可能な公共交通体系を
実現することが喫緊の課題となっており、今後は、行政・交通事業者・市民のそれぞれが役割を果たすとともに連携を深めながら、地
域公共交通を確保・維持していくことが求められます。

・アフターコロナで市民の生活や移動が大きく変動する中、近年はデジタル技術が大きな影響をもたらしており、交通分野のDX化や
ＭａａＳ、自動運転技術の実装が全国的に進められる等、公共交通を取り巻く環境は大きな転換期を迎えています。

・本計画は、上記背景を踏まえ、今治市の地域公共交通のあり方や目指すべき方向性、具体的な取組を共有するため、策定するもので
す。

計画の位置付け ・本計画は上位計画である「第２次今治市総合計画」、「今治市都市計画マスタープラン」および関連する愛媛県地域公共交通計画の目
標・方針に基づきつつ、観光や環境分野等における各種計画とも整合を図りながら、今治市における地域公共交通のあり方や取組内
容、進め方を示すものです。

計画期間/区域 ・計画対象期間：令和７年度～令和１１年度の５年間 計画対象区域：今治市全域

▼計画の位置付け

第２次今治市総合計画

ずっと住み続けたい “ここちいい（心地好い）” まち
いまばり あの橋を渡って 世界へ 未来へ

各分野計画
今治市中心市街地まちづくり構想

今治市観光振興計画
第二次今治市環境基本計画
第二次今治市健康づくり計画

今治市

地域公共交通計画

愛媛県

地域公共交通計画

則する

連携・整合

則する

則する

今治市都市計画
マスタープラン

今治市立地適正化計画
（令和7年度策定予定）

則する
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■ 人口・地域の状況

▼人口・世帯数の推移（出典：国勢調査（実測値）、今治市人口ビジョン（予測値））

今後も人口減少・高齢化が進むことが想定

・人口は近年減少傾向となっており、令和32年には10万人を下回る見込み
・高齢化も進み、今後も65歳以上の高齢者が約４割を占めることが推定
・社会動態をみると、転出数が転入数を超える社会減少が続いている状況

【今治市に求められること】

・人口減少・高齢化は、税収等の減少や社会保障関係費等の増加が見込まれ、長
期的には財政硬直化につながることが懸念
・財政に余裕がなくなると、行政サービスの低下を招く恐れがあるため、住み続
けたいまちとなるように基盤を整え、人口流出を防いでいくことが求められる

市域全体に居住地が広がっており、特に高齢化率は島しょ部や中山間地域で高い

・旧今治市に人口が集まっているが、今治市は12市町村が合併してできた都市
であるため、旧市町村の支所付近も比較的人口が多い
・島しょ部や中山間地域では、高齢化率が40％以上の地域が多い

【今治市に求められること】

・市街地が拡散していると広範囲にわたるサービスの提供が必要となるため、
持続的なサービス提供が困難となっていくことが懸念
・そのため、地域拠点への居住・施設の誘導とあわせて、地域公共交通の再編を
行い、コンパクトなまちづくりを進めていくことが求められる

▼社会動態（出典：今治市統計資料）

▼高齢者（65歳以上）の分布状況（出典：令和2年国勢調査）
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■ 公共交通の状況

▼各交通手段の利用割合（今治市常住者）（出典：国勢調査）

市民の多くが自家用車を利用しており、一方で公共交通の利用者は減少傾向

・各交通手段の利用割合は、自家用車が約７割を占めており増加傾向となって
いる一方で、鉄道やバスなどの公共交通の利用は5％未満となっている
・利用者数はコロナで大きく減少し、以前の水準までは戻っていない状況

【今治市に求められること】

・自家用車の一部が公共交通に利用転換することで、利用者確保・収支改善に
つながり、サービスの維持や利便性向上の投資に発展していくことが期待
・そのため、利用者の移動実態・ニーズにあわせて、公共交通を利用しやすい環
境を整えていくことが求められる

収支悪化や運転士不足等により、交通事業者の経営努力だけではサービス維持が困難

・利用減少に伴い収益率は低下しており、補助は年々増加傾向となっている
・バス事業者だけでなく、全ての交通事業者において運転士不足が深刻化して
いる状況

【今治市に求められること】

・公共交通サービスの維持には、行政による補助・支援が必要不可欠な状況

・しかし、財源は限られているため、必要性や優先度を見極めながら支援を行うと
ともに、ネットワークの効率化を図る等、収支改善につながる取組が求められる

▼公共交通利用者数の推移（出典：各交通事業者提供データより算出）

▼公共交通の収益率及び補助の状況（出典：今治市）

【鉄道】
・利用者は戻ってきているが、コロナ前の水準まで回復することは難しい。
・鉄道業界も人材不足が深刻で、臨時列車運行等の対応ができていない。
【路線バス】
・コロナによる自動車通勤への転換で定期券利用者が減少している。また、テレワークなどの
新しい就業形態の浸透により、コロナ以前までは回復していない。
・乗務員不足が深刻化しており、これからは乗務員不足を理由に減便・廃止となる可能性もあ
る。また、今のリソースでは、新たな路線運行等の対応は難しい。
【タクシー】
・乗務員不足や高齢化が深刻で、車両費・燃料費高騰による負担も大きい。
・利用は固定客が中心だが、人手不足で急な予約に対応できないこともある。
【船舶】
・船員不足や燃料費高騰の影響が大きく、島民の移動を守るため減便等で何とか維持してい
る状況である。長期的には、路線バスへの転換や公営化等も考えられる。

▼交通事業者の現状及び事業方向性等（令和5年度ヒアリング調査より抜粋）

【路線バス】 【航路】

新型コロナ
令和２年1月～

※鉄道：JR今治駅の年間乗降人数
※航路：盛～大久野～忠海航路を除いた年間利用者数
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■ 公共交通の状況

対象

・今治市内に住む満18歳以上85歳未満
・以下の割り付けで計5,000名を無作為抽出
→旧今治市内 150名／地域 （吹揚、別宮、常盤、日高、乃万、近見、
波止浜、鳥生、立花、清水、富田、国分、桜井）

→旧今治市外（陸地部・関前を除く島しょ部）300名
／地域（朝倉、玉川、菊間、大西、波方、吉海、宮窪、伯方、上浦、大三
島）

→関前 50名

方法

・上記方針にて住民基本台帳より無作為抽出を行い、対象者あてに
郵送
・１通に２部封入し、同居する家族等への回答をあわせて依頼
・若年層の回答割合を増やすため、QRコードもあわせて配布し、
Web（Googleフォーム）での回答も可能とする。

回収 紙：2,415件＋Web：466件＝合計2,881件

期間 令和６年９月5日（木）～30日（月）

内容

・個人属性
・お出かけの状況、交通手段
・公共交通に対する満足度
・移動に対する不安
・公共交通の維持に対する考え 等

高齢者だけでなく、市民の多くが将来の移動・外出に対して不安を抱えている

・８０代以上の高齢者は他の年代と比べて公共交通利用が多い一方で、外出頻
度は少なく、お出かけを控えているケースも多い
・全体として公共交通サービスに対する不満割合が高く、将来の外出不安も大
きくなっている

【今治市に求められること】

・今は自家用車で移動ができていても、高齢になるにつれ移動を公共交通に頼
らざるを得ない状況となっていくことが想定
・公共交通を利用しやすい環境を整え、高齢者等の移動を支えるとともに、将来
にわたって住み続けられるまちを実現していくことが求められる

▼普段利用する交通手段

▼普段の外出頻度
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▼令和６年度市民アンケート調査の実施概要



9地域・公共交通の現状 9

■ 公共交通の状況
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10地域・公共交通の現状 10

■ 観光・まちづくりの状況

▼県内観光地区別の県外観客数の推移（出典：愛媛県オープンデータカタログサイト）

サイクリング等の観光需要・ニーズは依然として高い

・松山圏域に次いで県外観光客数が多く、令和５年度は約300万人が来訪
・レンタサイクルの貸出数も、コロナ前と比べて８割近くまで回復しており、令和
5年度で約５万3千台の利用となっている

【今治市に求められること】

・観光振興により、消費拡大や雇用創出、シビックプライド醸成等の効果が期待

・サイクリング等の観光資源も多く、観光需要も高いため、これらの基盤を活か
して観光体験の充実化を図り、更なる誘客を推進していくことが求められる

新たな交通サービスやMaaSアプリ等、新技術の活用が進められている

・AIオンデマンド交通の運行や民間事業者によるアプリ展開等、新技術を活用
した利便性向上の取組が進められている

【今治市に求められること】

・近年、デジタル技術の発展はめまぐるしく、これらの技術を活用することで、業
務効率化や生産性向上、新たな価値・魅力創出等が期待

・既に展開されているサービスや知見を上手く取り込みながら、利便性向上を
図っていくことが求められる

▼レンタサイクルの貸出数（出典：今治市統計書、今治市）

▼AIオンデマンド交通の運行

▼市内で展開されているアプリ（出典：四国旅客鉄道㈱HP、（一社）しまなみジャパンHP）



11まちづくりにおける公共交通の役割 11

■愛媛県地域公共交通計画

【基本方針】
・多様な関係者の共創による、使いやすく維持可能な公共交通ネットワークの確保
【目標】
・目標１： 既存公共交通網の再編・最適化
・目標２： 公共交通を使いたくなる環境整備
・目標３： サービスや運営の高度化
・目標４： 運転手等の確保・魅力向上
・目標５： 公共交通に対する愛着形成

■第2次今治市総合計画

【課題】
・だれもが安心できる快適な暮らしの維持・確保
・持続可能な行政運営の体制構築 等

【関連施策】
・交通体系の維持・確保

・ 誰もが気軽に使いやすく日常生活を支える
・ 拠点をつなぐ骨格を形成し、まとまりのある土地利用を促す
・ しまなみ海道を軸とした市内外の回遊を促す
・ 脱炭素社会の実現に貢献する装置として機能させる
・ 既存資源を活用した相乗的な連携を図る
・ 地域・民間事業者との連携やサービス高度化による持続可能な経営を行う

■今治市都市計画マスタープラン

【理念】
・瀬戸内の魅力を活かし、地域の暮らしを守る都市づくり

【目標】
・拠点間を結ぶ公共交通機関の維持・充実
・拠点と周辺地域を結ぶ交通については、地域の状況に応じた移動手段を確保 等

■第二次今治市環境基本計画

・脱炭素社会を形成していくため、路線バスや鉄道をはじめとした脱炭素な移動手段を推進

■今治市観光振興計画

・快適な旅行環境の提供や二次交通の改善として、交通事業者と連携したフリー切符の発
行、タクシー事業者による市内周遊定額プランの導入等の取組を進める

■第二次今治市健康づくり計画「バリッと元気」

・身体活動量や運動習慣がある人を増やし、主体的な健康づくりを進める

上位・関連計画におけるまちづくり及び公共交通の方向性

公共交通に求められる役割

○ 上位・関連計画で整理されている今治市のまちづくりの方向性を踏まえ、公共交通に求められる役割を整理

■今治市中心市街地まちづくり構想

・今治駅をはじめとする交通結節点を強化し、回遊ルートの設定、自転車・歩行者空間の質
と量の向上を図る



12

⇒将来の移動に対する不安が大きく、高齢者等の
移動が困難な層も一定存在

⇒サービス水準の維持や新たな交通の導入等に
より、移動しやすい環境づくりが必要

市民の移動を支える
環境の構築

⇒公共交通の維持は依然として厳しく、 市民の移
動を守るために、行政による一定の補助・支援
は継続的に必要

公共交通に対する
行政の継続的な支援

⇒まちづくりの推進力を公共交通にも取り込み、「暮
らしやすさ」と「にぎわい」の両側面から魅力ある
都市づくりを行っていくことが必要

公共交通とまちづくりが一体となった魅力
ある都市づくり

⇒公共交通を上手く活かして、観光体験の充実化
や更なる誘客を図っていくことが必要

公共交通からの
観光ブランディングの推進

⇒公共交通の利用を促すため、公共交通の確保・
維持に対する市民の印象・意識改善を図ってい
くことが必要

公共交通に対する
市民の印象・意識の改善

今治市における公共交通の課題公共交通の現状・求められる役割
今治市が目指す
公共交通の姿

・誰もが気軽に使いやすく日常生活を支える

・拠点をつなぐ骨格を形成し、まとまりのある土地利用を促す

・しまなみ海道を軸とした市内外の回遊を促す

・脱炭素社会の実現に貢献する装置として機能させる

・既存資源を活用した相乗的な連携を図る

・地域・民間事業者との連携やサービス高度化による持続可能な経営を行う

公共交通に求められる役割

■人口・地域の状況 ■公共交通の状況 ■観光・まちづくりの状況

地域・公共交通の現状

○今後も人口減少・高齢化が進
むことが想定

⇒住み続けたいまちの基盤を整
え、人口流出を防いでいくこ
とが求められる

○市域全体に居住地が広がって
おり、特に高齢化率は島しょ
部や中山間地域で高い

⇒居住地・施設誘導と併せた路
線再編によりまちのコンパク
ト化が求められる

○市民の多くが自家用車を利用
しており、一方で公共交通の利
用者は減少傾向

⇒移動実態・ニーズにあわせて、
利用環境を整えていくことが
求められる

○サイクリング等の観光需要・
ニーズは依然として高い

⇒観光体験の充実を図り、更な
る誘客を推進していくことが
求められる

○新たな交通サービスやMaaS
アプリ等、新技術の活用が進
められている

⇒既存のサービス等を上手く取
り込みながら、利便性向上を
図ることが求められる

ギャップを埋める取組が必要

みんなでつくり、
守り、育てる
公共交通

○交通事業者の経営努力だけで
はサービス維持が困難

⇒補助・支援を行いながら、効率
化等の収支改善につながる取
組が求められる

今治市の公共交通における課題と目指す姿 12

○ 地域・公共交通の現状及び求められる役割を踏まえ、今治市における公共交通の課題・目指す姿を整理

○高齢者だけでなく、市民の多く
が将来の移動・外出に対して
不安を抱えている

⇒高齢者等の移動を支えるとと
もに、将来も住み続けられる
まちの実現が求められる



第３章 今治市地域公共交通計画の基本方針及び目標
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公共交通の基本方針・目標 14

○本市においては、地域・交通事業者・行政をはじめ市民全員で誰もが利用しやすい持続的な公共交通を創
出し、ずっと住み続けられるまちづくりに貢献するように、守り、育てていくことを目指す

○目指す姿を実現するため、３つの基本方針と７つの計画目標を掲げ、計画を推進していく

安全で快適な
暮らしを支える

公共交通をつくる

まちづくりと連携す
る持続可能な公共

交通をつくる

みんなで
公共交通を
守り、育てる

今治市が目指す公共交通の姿：

みんなでつくり、守り、育てる公共交通

方針１ 方針２ 方針３

目標１．暮らしを支える公共交通
をつくる公共交通体系の構築、
役割分担

目標２．公共交通サービスの持
続的な提供に向けた支援・連携

目標３．誰もが利用しやすいサー
ビスの提供、環境づくり

目標４．まちづくりと連動した交
通拠点づくり、ネットワーク形成

目標５．交通から観光の価値を
高める連携・おもてなし

目標６．市民、民間事業者、交通
事業者、行政との連携・共創

目標７．公共交通に対する認識
の向上、利用の意識醸成



第４章 目指す姿の実現に向けて取り組む施策
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方針１．安全で快適な暮らしを支える公共交通をつくる

目標１．暮らしを支える公共交通をつくる
公共交通体系の構築、役割分担

【施策１－１】 役割や利用状況に応じたネットワークの見直し
【施策１－２】 地域の需要に応じた運行効率化、サービス改善
【施策１－３】 地域による移動手段確保の検討

目標２．公共交通サービスの持続的な提
供に向けた支援・連携

【施策２－１】 路線バスや航路の維持に係る適切な支援
【施策２－２】 乗務員確保や免許取得に係る支援の検討

目標３．誰もが利用しやすいサービスの
提供、環境づくり

【施策３－１】 わかりやすい情報の発信
【施策３－２】 待合環境や車両、駅の整備・改善
【施策３－３】 最新技術等を活用した利便性向上の検討

方針２．まちづくりと連携する持続可能な公共交通をつくる

目標４．まちづくりと連動した交通拠点づ
くり、ネットワーク形成

【施策４－１】 交通結節点の機能強化、複合機能化の検討
【施策４－２】 交通資源を活用した賑わい・拠点づくりの検討

目標５．交通から観光の価値を高める連
携・おもてなし

【施策５－１】 観光需要に対応した情報発信、取組の検討

方針３．みんなで公共交通を守り、育てる

目標６．市民、民間事業者、交通事業者、
行政との連携・共創

【施策６－１】 地域・交通事業者・行政による情報共有、意見交換の定期的な実施
【施策６－２】 多様な関係者と連携・共創した取組の推進

目標７．公共交通に対する認識の向上、利
用の意識醸成

【施策７－１】 モビリティマネジメントの実施
【施策７－２】 公共交通を守り・育てる市民意識の醸成

今治市が目指す公共交通の姿：

みんなでつくり、守り、育てる公共交通

施策体系 16

○今治市が目指す公共交通の姿を実現していくため、今後、以下に掲げる施策について、順次取り組んでいく



目標１．暮らしを支える公共交通をつくる公共交通体系の構築、役割分担 17



目標１．暮らしを支える公共交通をつくる公共交通体系の構築、役割分担 18



目標２．公共交通サービスの持続的な提供に向けた支援・連携 19



目標３．誰もが利用しやすいサービスの提供、環境づくり 20



目標３．誰もが利用しやすいサービスの提供、環境づくり 21



目標４．まちづくりと連動した交通拠点づくり、ネットワーク形成 22



目標５．交通から今治観光の価値を高める連携・おもてなし 23



目標６．市民、民間事業所、交通事業者、行政との連携・共創 24



目標７．公共交通に対する認識の向上、利用の意識醸成 25



第5章 計画の推進方法
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計画の進捗管理について 27

令和７年度
（2025年）

令和８年度
（2026年）

令和９年度
（2027年）

令和10年度
（2028年）

令和11年度
（2029年）

令和12年度～
（2030年～）

事業実施
【Do】

モニタリング
・評価
 【Chack】

見直し・計画
 【Action・Plan】
（事業課題の整理・改善
点の検討、計画全体の見
直し） 次期計画に向けた検討

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

計画
 【Plan】

事業実施
【Do】

モニタリング
・評価
 【Chack】

見直し
 【Action】

参考：今治市地域公共交
通活性化協議会の基本ス
ケジュール

▼全体スケジュール

▼各年度のスケジュール

事業実施

実施状況の確認・評価

見直し検討

見直しに基づく改善 次年度事業の検討

○計画を着実に推進していくため、毎年度実施する協議会において、評価やモニタリングを定期的に実施



評価指標（KPI）及び目標値について 28

基本方針 目標

方針１．
安全で快適な暮ら
しを支える公共交
通をつくる

目標１．
暮らしを支える公共交通体
系の構築、役割分担

目標２．
公共交通サービスの持続的
な提供に向けた支援・連携

目標３．
誰もが利用しやすいサービ
スの提供、環境づくり

方針２．
まちづくりと連携
する持続可能な公
共交通をつくる

目標４．
まちづくりと連動した交通拠
点づくり、ネットワーク形成

目標５．
交通から観光の価値を高め
る連携・おもてなし

方針３．
みんなで公共交通
を守り、育てる

目標６．
市民、民間事業者、交通事業
者、行政との連携・共創

目標７．
公共交通に対する認識の向
上、利用の意識醸成

評価指標 考え方 現況値 目標値

①各交通手段に
占める自動車利
用者の割合

自動車から公共交
通へ利用転換され
ているかを評価

65％
（令和2年国
勢調査）

58％ 自動車利用者の１割がそ
の他の交通手段に転換
することを目標とする

②免許返納率 公共交通への利用
転換を評価

0.6％
（令和5年愛
媛県警察署
データ）

1% コロナ前の水準と同程度
の返納率を目標とする

③JR今治駅の
日平均乗降者
数

交通結節点で人の
来訪・賑わいを生み
だせているかを評価

4,178人/
日
（令和5年四
国旅客鉄道
データ）

4,500人/
日

コロナ前の水準と同程度
の乗降者数を目標とす
る

④今治市の年
間観光入込客
数

公共交通に関する取
組が観光振興につ
ながっているかを評
価

264.9万人
/年（令和５
年今治市
データ）

300万人/
年

コロナ前の水準と同程度
の観光客数を目標とす
る

⑤関係者との協
議・対話回数

関係者間で密なコ
ミュニケーションが
図れているかを評価

年3回
（令和5年実
績）

年7回 協議会年3回
その他年４回を目標とす
る

⑥公共交通をで
きるだけ利用し
たいと考える人
の割合

公共交通を利用す
る市民意識が改善
されているかをアン
ケートで評価

ー ３５％ 公共交通利用者に加え、
自動車ユーザの半数程
度が回答することを目標
とする

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ指標 考え方 現況値（R５）

鉄道・路線バス・航路の利用者数 公共交通利用者が極端に減少していな
いか等を確認

鉄道：152万人、バス：１２３万人、航路：29万人
※鉄道：JR今治駅の年間乗降人数
※航路：盛～大久野～忠海航路を除いた年間利用者数

公共交通に関する予算（公共交通の収支率、公的
資金投入額）

公共交通に対して適切に予算が投入さ
れているかどうかを確認

バス：219百万円（収支率30％）
航路：183百万円（収支率36％）

○計画の基本方針及び目標を踏まえて評価指標・目標値を設定し、計画の推進・達成状況を確認
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